WATITH 2 7 0%
wAT h B 8 4 &
S 3#E8H25H

K A E N R O
AEERR#ESEE
Lt E g A HE [
KPR ER TSR ®

e

; S
12

BAABBITHRE
(& F A OB

M7 VR AT 4 B ORI 00 & DR B 17 B 5 B MG 1T 4
R BRI % B S O AT R OWATIC >V T G

5 BiRtE (BFD 22 RIEMEEE 67 5. BLF HEl W), ) O—HBELZ ST ¥
AN DT X D 720 OBRIER ORI BT 5 15 (5 S4EE/RESE 37 &)
X, BFSESHI9OHZ L TAMINTEY, IEOWEIRDIBREICOWVTIE, &
M3FEIH I ENLHITTHZ &SN TVET,

F7o. M5 BIREATS X ONTHRTA O & 0F O Rl B3 2 IEA AT O — 5 &2 dUE
TOHBAE (BRI 3HEEAE 237 5, LT T8UERS] &9, ) WWONCHLT A TBIEET
LR K O RTA O A OF O RN BT~ 2 A THAl O —H 2 ZE3 24845 (5Fn 34
W ATH 8L F, LLF TSEHAI &), ) WA 344E8H 25 HIZAMIIL, &
M3FIH1IENGITT A EEEINE LT,

HIRICE PN TX, TREFHIEHEED B, ZOMEREITIZR T, K OBLE %2
Ehd & e bz, FEGEMNEMFICE N T, EFEFRNORTH T 2R K
IR OE R OGEROFEREICR LTH Z 0 FEFFEVE T,

7B, RBHITIES 245 5048 1 HICESHIM RS THHZ L 2H LKL
E3 N

i
1 M EREETS (R 22 A 16 B, DT THIRR) &), ) Oo—

IEAE R4 5 IR
1 RBIGRIE IR REBL TA~OHEZZ L2 bt an/lzZ s, (BiR

82



T 92 ZRBAFR, MOT BIRIERATHIAL (FEFn 22 SENBE S 29 5, LT THIA
HIJ w9, ) 259 kDRI BILR)

2 RTR ORFE H T B AN RBIHE XIS FEE RE B4 ED B ORI %
WET DHHAICBWNWT, ZOFEHIFIZEI 62 TVl &,
(BVRDH 94 555 2 HBAMR, BIRRIEE 9 SRRk BILR)

E. FBIHIE XL FERE R EBLED (A OB\ T, B4LOfR

NS 2 RE 3 5 FIEICOW TR, SIEMEMEZHAWS Z L0 FE WS Z &
7R, BEFEHEESICTBWCHUNHB SN b,

3 A OBRFEHE B PMERT S FNFER~ORFEFRLAZOLZERS
CEDHIZE L2 bD L s, ZERFEIRAZAZET LD LS
Lo (BIRAIE 9 ZRORIFEARCEEGR)

4 FOMAEOWIENMTHOILT-Z &,

2 R OEIFORGNIBET DIEMEMITS (PR 17 A% 55 75) O —EdiE
IR S HIA
1 AfH#ESOREOFHKREOZELE (LIT EA#E Lo, ) ~OffHIZE
LinwbotahnizZ &, (R OEUFORFIC BT 2 IEHMAT S5 2 ZKRBIR,
HIAS OB OFORFBNC BRI DA THIAL CPRR 17 BB 58 43 75) 15
DRHIFEARCEEFR)

2 TR OREEREEXINBLAEDELL OBNED 2R ET HLEITHBNT,
ZOFEHIFENC L bR Chb bt aniz2 s, (M OEIFORENIZE
T O TG 4 55 2 HBAR, THETA O S OF ORI B3 o 1A TR
1 %0 pIFe AR BIfR)

B, BLEO THES) OMIZBWT, B4 O ZEHT 5 kIS
OWNWTIE, BIERMEMNEZANVD LR EEHAND I Ll FBRFEHEES
IZBWCETNZHBr S e nz &,

3 THHTATORAEHE B SIMERT 2 BLBERA~OREEHRZESOEZERS
WCEHDMHIZE L2003, ZEEZRIRAZAZETH LD ESINTED
Lo (HETRTOEPFORBNCEI T 2 A T HLRIEE 1 20 BIFe R EIfR)

4 ZFOMTEOWENMThNT-Z L,

#3 MATHIAE
1 PWESLAOSEHINT, SM3HFEIH 1 ANGHITT 2D L SNt &,

83



(BAEABRIEE 1 5, SaE R RIRTRISS 1 2:BE6%)

2 HIEMAIORATOERBUC & 5 IR ANS X 2 SOERTOR (KIEICBWT TH
AL v o, ) ICEDEASHTHD ERIE, SIERANC X 5 8RR ORI
EorbolHpndbolanizZ &, (SAESRIMRILE 2 25 1 HBLR)

3 BUEMBRIOREAT OERBUZH 5 IBERRIC X 5 fKIC W T, oo, Zhz
WOk CTHERTLZENRTELbDEanZ &, (SUERAIFRI 2 55 2
THRALR)

4 2O

WIES KOS IERAOMEITHANC, EHE 4502 1 EIcESx, B4 LEHE2E
LIZEBENEREANLBICRESNTZETHDHZ & OIPOKRDON 2 SN HEITIL.
IR NWEL L HESOEDDHIRO FHIC L ORNWESL] L LTEHETVES &
&

Fo, MATHLZIZ, FIRICESE, [BA LIENEREANABICREINTE T
BHDZ L] OIEHORO N SNIZHAITIE, NN EDHRE L - THETEZ KL
B NWETOEDDLMBOFHRMICELLRNESR] L L TEERVTLS Z LT LR
W2 &,

84


h005632
長方形


	Ⅱ 関係通知等
	＜地方自治法関係＞
	1.地方自治法等における指定納付受託者度の導入について
	2.地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律による地方自治法の改正について
	3.デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律による地方自治法の改正等について 

	4.政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行について 

	5.方自治法施行令及び市町村の合併の特例に関する法律施行令の一部を改正する
政令等の公布及び施行について
	6.地方自治法等の一部改正に伴う直接請求制度の運用について
	7.地方自治法施行規則の一部を改正する省令の公布について

	＜給与関係＞
	8.国家公務員給与の取扱いに係る検討状況について
	9.給与勧告の骨子等
	10.兵庫県人事委員会勧告について
	11. 地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて
	12.公的部門（保育等）における処遇改善事業の実施について

	＜公務員制度関係＞
	13. 地方公共団体における時間外勤務の縮減等について
	14.地方公共団体の職員の公正な採用について
	15.地方公共団体における就職氷河期世代等の採用実績等について
	16.「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために講じる措置」のうち令和４年１月１日施行予定の事項（休暇の新設・有給化関係）について 

	17.「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のための措置」に係る令和４年１月１日 施行予定の人事院規則等の改正案の現時点版の送付について 

	18.人事院規則15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）の一部改正等について
	19.職員の勤務条件等の適正化について
	20.「令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の結果等を踏まえた地方公共団体における勤務環境の整備・改善等について 
	21.男性職員の育児休業等の取得促進に向けた取組の一層の推進について
	22.地方公務員の職員採用方法の多様化について
	23.「配偶者同行休業の実施について」の一部改正について
	24.「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために講じる措置」のうち令和４年４月１日施行予定の事項（非常勤職員の育児休業・介護休暇等の取得要件の緩和等）に係る条例（案）改正予定事項の送付等について 
	25.地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実効的な運用等について 

	26.会計年度任用職員制度の適正な運用等について

	＜共済制度関係＞
	27.告示の制定について
	28.地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する等の政令等の一部を改正する政令等の施行について 
	29.地方公務員法の一部を改正する法律の公布について
	30.全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律による地方公務員等共済組合法の改正について 

	31.健康保険法施行令等の一部を改正する政令による地方公務員等共済組合法施行令の改正について 

	32.年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令による平成27年地共済経過措置政令の改正について 

	33.地方公務員等共済組合法施行令の一部を改正する政令の公布について

	＜労働安全衛生関係＞
	34.過労死等の防止のための対策に関する大綱の変更について
	35.地方公共団体における各種ハラスメント対策の取組状況について

	＜公務災害補償関係＞
	36.議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等の手続のうち公務災害の認定等に係る手続における書面規制、押印、対面規制について 

	37.外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の地方公務員の処遇等に関する法律第５条第２項の規定による平均給与額等を定める省令第３条第１項の規定に基づき総務大臣が定める率を定める件他５件の一部改正について 
	38.地方公務員災害補償法施行規則の一部改正について
	39.傷病手当金の支給決定における休業補償等の受給状況の照会について

	＜住民基本台帳関係＞
	40.住居表示に関する法律施行令及び住民基本台帳法施行令の一部改正について
	41.住民基本台帳事務処理要領の一部改正について
	42.住民基本台帳事務処理要領の一部改正について
	43.ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる  
  行為の被害者の保護のための措置に係る支援措置申出書の様式について 
	44.情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の   簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する  
  法律等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令等について 

	45.住民基本台帳事務処理要領の一部改正について
	46.戸籍の附票の記載事項の追加等に係る質疑応答について
	47.ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための住民基本台帳事務における支援措置の実施に関する 質疑応答について 

	48.引越しの際の住民票の異動の周知啓発について

	＜マイナンバー関係＞
	49.電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律施行規則の一部改正等について 

	50.マイナンバーカードの汚損等の場合におけるマイナンバーカードの再交付申請の勧奨について 

	51.新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえたマイナンバーカードの交付の扱いについて 

	52.各種機関や企業と連携したマイナンバーカードの出張申請受付等の積極的実施について 

	53.マイナンバーカードの申請件数の急増を踏まえた緊急対応について
	54.個人番号カードの再交付手数料を定める条例について
	55.各業所管省庁への「マイナンバーカードの健康保険証利用の促進及び業界団体・個社の取組の好事例の情報提供について」の通知の発出について 

	56.デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律等の公布について
	57.デジタル改革関連法等の公布について
	58.番号法関係法令の一部改正について
	59.マイナンバーカードの申請促進に向けた出張申請受付等の積極的な実施について
	60.令和３年度におけるマイナンバーカード取得促進策及びマイナンバーカードの  
  被保険者証利用の促進等について 

	61.マイナンバーカードの被保険者証利用の初回登録の支援及びマイナンバーカード取得の促進について 

	62.行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令等の一部を改正する政令等の公布について 

	63.「オンライン資格確認」の本格運用開始について
	64.マイナンバーカードの健康保険証の本格運用を踏まえたカード汚損等の場合における再交付申請の勧奨について
	65.マイナンバーカードの普及促進に向けた国税局・税務署との連携について
	66.新型コロナウイルス感染症予防接種証明書のデジタル化に伴う周知（マイナンバーカード取得促進）について 

	67.マイナポイント第２弾（案）の実施に向けた取組について
	68.子育て世帯への臨時特別給付（令和３年度補正予算分）及び住民税非課税世帯等臨時特別給付金の事務に係るマイナンバー制度に基づく情報連携の特例対応について
	69.子育て世帯への臨時特別給付（令和３年度補正予算分）及び住民税非課税世帯等臨時特別給付金の事務に係るマイナンバー制度に基づく情報連携の特例対応への協力のお願い 

	70.マイナポイント第２弾における公金受取口座の登録について
	71.マイナポイント第２弾のポイント申込期間等について

	＜災害支援関係＞
	72.「被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱」、「災害マネジメント総括支援員等の登録に関する要綱」及び「被災市区町村応援職員確保システムに関する運用マニュアル」の改正について
	73.復旧・復興技術支援職員確保システムに関する要綱の改正について
	74.「応急対策職員派遣制度に関する要綱」及び「応急対策職員派遣制度に関する運用マニュアル」の改正について
	75.新型コロナウイルス感染症対策に配慮した応急対策職員派遣制度による応援職員の派遣について
	76. 令和３年度における東日本大震災、平成28年熊本地震、平成29年７月九州北部豪雨、平成30年７月豪雨、令和元年東日本台風及び令和２年７月豪雨等被災市町村に対する市区町村職員の中長期（復旧・復興事業）の派遣について
	77.令和４年度における東日本大震災被災団体への人的支援について
	72.「被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱」、「災害マネジメント総括支援員等の登録に関する要綱」及び「被災市区町村応援職員確保システムに関する運用マニュアル」の改正について
	73.復旧・復興技術支援職員確保システムに関する要綱の改正について
	74.「応急対策職員派遣制度に関する要綱」及び「応急対策職員派遣制度に関する運用マニュアル」の改正について
	75.新型コロナウイルス感染症対策に配慮した応急対策職員派遣制度による応援職員の派遣について
	76. 令和３年度における東日本大震災、平成28年熊本地震、平成29年７月九州北部豪雨、平成30年７月豪雨、令和元年東日本台風及び令和２年７月豪雨等被災市町村に対する市区町村職員の中長期（復旧・復興事業）の派遣について
	77.令和４年度における東日本大震災被災団体への人的支援について

	＜新型コロナウイルス関係＞
	78.新型コロナウイルス感染症のまん延防止のための出勤回避等の徹底について
	79.「新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると 認められる場合の休暇の取扱いについて」の一部改正について
	80.新型コロナウイルス感染症のまん延防止のためのテレワーク等の推進について
	81.緊急事態宣言解除後の出勤回避等の取組について
	82.新型コロナウイルス感染症に係る予防接種に関する合理的配慮の提供について
	83.まん延防止等重点措置実施後の出勤回避等の取組につい
	84.へき地以外の接種会場への看護師及び准看護師の労働者派遣について
	85.緊急事態宣言発令後の出勤回避等の取組について
	86.労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則の一部を改正する省令の公布・施行について
	87.非常勤の地方公務員に係る新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種で 医療従事者等に健康被害を生じた場合の取扱いについて
	88.医療従事者等に該当する地方公務員についての新型コロナワクチン接種に係る考え方について
	89.新型コロナワクチン接種に伴う副反応が生じた場合の休暇の取扱いについて
	90.出勤者数の削減に関する実施状況の公表について
	91.公立病院における新型コロナワクチンの接種体制の強化に向けた協力依頼について
	92.新型コロナウイルス感染症の感染防止に向けた職場における対応について
	93.地方公務員についての新型コロナワクチン接種に係る考え方について
	94.「新型コロナワクチンの接種に関する兼業の許可について」について」
	95.消防職員である救急救命士がワクチン接種業務に従事する場合の任命等及び
手当について
	96.新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針の改定に伴う市町職員の感染防止対策について
	97.孤独・孤立対策ホームページの新設にかかる周知について
	98.新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた地方公共団体の機能維持及び必要な業務継続に関する緊急点検等について
	99.新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の適用期限の延長について

	＜その他＞
	100.条例例・規則例等における書面規制、押印、対面規制の見直しについて

	＜資料-給与情報＞
	101.給与情報第16号
	102.給与情報第17号
	103.給与情報第１号
	104.給与情報第２号
	105.給与情報第３号
	106.給与情報第４号
	107.給与情報第５号
	108.給与情報第６号
	109.給与情報第７号
	110.給与情報第８号
	111.給与情報第９号
	112.給与情報第10号
	113.給与情報第11号
	114.給与情報第12号
	115.給与情報第13号





